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5人以上 30人以上

実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比
円 (H27=100) ％ 円 (H27=100) ％ 円 (H27=100) ％ 円 (H27=100) ％

274,705 86.3 △ 2.6 284,464 90.8 2.1 308,052 87.7 0.3 321,181 89.8 2.5

257,842 98.8 △ 2.2 264,233 101.9 1.3 285,979 100.9 △ 1.3 294,968 102.2 1.2

234,657 98.4 △ 2.5 243,968 101.8 1.3 256,620 100.9 △ 1.2 269,512 102.3 1.3

23,185 - 0.5 20,265 - 1.8 29,359 - △ 1.7 25,456 - 0.5

16,863 - △ 9.3 20,231 - 12.8 22,073 - 25.9 26,213 - 20.0

現 金 給 与 総 額

き ま って 支給 する 給与

所 定 内 給 与

所 定 外 給 与

全　　　　国
項　　　　　　　　　目

広　　島　　県

特別に支払われた給与

広　　島　　県 全　　　　国
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現金給与総額の前年比の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）

広島県 全国
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【参考】現金給与総額の前年比と構成要素別寄与度の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）
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賃金の構成要素別指数の推移
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広 島 県 の 賃 金 ， 労 働 時 間 及 び 雇 用 の 動 き 

（毎月勤労統計調査地方調査結果）平成３０年３月（速報） 

○調査対象事業所の入替について 
平成 30 年 1 月分から第一種事業所（事業所規模 30 人以上）の調査対象事業所の２分の 1の入替えを行

っています。 
ご利用にあたっての留意事項を，4～5頁に掲載しています。 

１ 賃金の動き 

 ○現金給与総額は， 

事業所規模５人以上では， 274,705 円で前年比 2.6％減 （４ヶ月連続の減少） 

事業所規模 30 人以上では，308,052 円で前年比 0.3％増 （３ヶ月ぶりの増加） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5人以上 30人以上

実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比
時間 (H27=100) ％ 時間 (H27=100) ％ 時間 (H27=100) ％ 時間 (H27=100) ％

146.8 98.1 △ 2.8 142.6 98.7 △ 1.4 153.3 99.5 △ 2.7 147.7 99.3 △ 1.8

134.1 97.6 △ 2.7 131.4 98.4 △ 1.5 138.6 99.4 △ 2.5 134.8 99.3 △ 1.7

12.7 105.0 △ 3.0 11.2 101.8 △ 1.7 14.7 100.0 △ 5.1 12.9 100.0 △ 1.6

21.5 108.6 0.9 17.3 108.1 3.5 23.0 105.5 1.3 18.9 107.4 2.2
日 前年差 日 前年差 日 前年差 日 前年差

18.7 - △ 0.4 18.4 - △ 0.2 18.9 - △ 0.5 18.6 - △ 0.3

項　　　　　　　　　目

出 勤 日 数

広　　島　　県 広　　島　　県 全　　　　国全　　　　国

総 実 労 働 時 間

所 定 内 労 働 時間

所 定 外 労 働 時間

うち製造業
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総実労働時間の前年比の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）

広島県 全国
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労働時間の構成要素別指数の推移
(調査産業計・事業所規模30人以上）（H27=100)
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【参考】総実労働時間の前年比と構成要素別寄与度の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）

所定内労働時間
所定外労働時間
前年比

（月）

（％）

２ 労働時間の動き 

 ○総実労働時間は， 

事業所規模５人以上では， 146.8 時間で前年比 2.8％減  （３ヶ月連続の減少） 

   事業所規模 30 人以上では，153.3 時間で前年比 2.7％減  （２ヶ月連続の減少） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5人以上 30人以上

実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比 実　　数 指　数 前年比
人 (H27=100) ％ 千人 (H27=100) ％ 人 (H27=100) ％ 千人 (H27=100) ％

1,036,889 100.0 1.7 49,210 104.6 1.9 619,631 100.5 2.9 28,937 101.9 1.4

749,326 99.1 0.8 34,276 104.5 2.2 486,125 101.8 2.5 21,859 103.2 2.2

287,563 101.8 3.6 14,934 104.7 1.5 133,506 95.4 2.7 7,079 98.0 △ 0.8パート タイム労 働者

常 用 労 働 者 数

一 般 労 働 者

広　　島　　県 全　　　　国広　　島　　県 全　　　　国
項　　　　　　　　　目
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常用雇用の構成要素別指数の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）(H27=100)
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【参考】常用雇用の前年比に対する就業形態別寄与度の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）（％）
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常用雇用の前年比の推移
（調査産業計・事業所規模30人以上）

広島県 全国

（％）

（月）

３ 雇用の動き 

  ○常用労働者数は， 

事業所規模５人以上では，1,036,889 人で前年比 1.7％増 （８ヶ月連続の増加） 

   事業所規模 30 人以上では， 619,631 人で前年比 2.9％増 （12 ヶ月連続の増加） 

  ○一般労働者数は， 

   事業所規模５人以上では， 749,326 人で前年比 0.8％増  （９ヶ月ぶりの増加） 

   事業所規模 30 人以上では，486,125 人で前年比 2.5％増   （19 ヶ月連続の増加） 

  ○パートタイム労働者数は， 

   事業所規模５人以上では， 287,563 人で前年比 3.6％増  （９ヶ月連続の増加） 

   事業所規模 30 人以上では，133,506 人で前年比 2.7％増   （３ヶ月連続の増加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※なお，詳細につきましては，広島県ホームページ「統計課」毎月勤労統計調査月報の最新版をご覧ください。 

http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/21/ 

次回公表予定：平成 30 年 4 月速報及び平成 30 年 3 月確報  平成 30 年 6 月 15 日(金) 



調査対象事業所入替前後での調査結果の比較（平成30年1月分）（事業所規模30人以上）

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

入替前 83.6 0.7 101.1 0.6 101.2 0.3 92.9 0.1 92.5 0.0 97.3 1.5 100.8 0.8

入替後 81.7 ▲ 1.6 99.8 ▲ 0.7 99.9 ▲ 1.0 93.0 0.2 92.9 0.4 93.9 ▲ 2.1 100.9 0.9

所定内労働時間 所定外労働時間 常用労働者数現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 総実労働時間
区分
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前年比の推移（きまって支給する給与）

入替前事業所による調査結果 入替後の調査結果

入替前事業所
による調査結果

事業所入替後で
前年比±が逆転
（1.3ポイント下落）
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H29.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H30.1

指数の推移（きまって支給する給与）

入替前事業所による調査結果 入替後の調査結果

入替前事業所
による調査結果

事業所入替後で
１.3ポイント下落

～H29.12 H30.1～

調査対象事業所数 460 556

280うち入替事業所数

広島県
区分

毎月勤労統計調査の調査結果の利用にあたっての留意事項 
～調査対象事業所の入替えにより段差が発生しており，時系列比較を行う際には留意が必要です～ 

 

１ 要旨 

  広島県では，毎月，本県の賃金，労働時間及び雇用の動きを表す「毎月勤労統計調査地方調査結果」

を公表しており，今回，平成 30 年２月分（速報）を別紙のとおり公表する。 

本調査においては，本統計を所管する厚生労働省がこれまでにも，定期的に調査対象事業所の入替

えを行ってきている。 

今回，平成 30 年 1 月分から，同省が調査対象事業所の入替方法及び集計方法を変更し，調査対象事

業所の入替えを行った結果，下表のとおり，本県の賃金指数について入替前後で段差（前年同月比プ

ラス水準からマイナス水準に変化）が生じる結果となった。 

ついては，今回の公表以降は，入替後の事業所を集計した調査結果となることから，時系列比較（前

年同月比等）を行う場合など，当調査結果を利用する際には，留意が必要である。 

 

２ 事業所入替えにより生じた調査結果の段差 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成 30 年 1 月分で行われた第 1種事業所の入替方法（厚生労働省実施） 

  対象事業所（30～499 人規模）の２分の１を入替え 

 

 

 

 

≪事業所の入替方法≫ 
H30.1 ２分の１を入替 
H31.1 残り２分の１を入替 
H32.1～ ３分の１毎を毎年入替 

指数は下落，前年同月比はプラスからマイナスへ 

（H27=100，前年比：%） 

(%) 



○毎月勤労統計調査地方調査結果 平成 30 年２月分（速報）月報より抜粋 

 


